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ビジネス上、中国現地法人は日本本社を含めた外国企業と取引を行う局面が想定されます。中

国では比較的厳しい外貨管理が実施されていることから、国外企業との取引に関しては、外貨管

理上問題なく支払いができるか否か、という点に注目されがちです。一方で、税務上は、外国企

業に企業所得税や増値税が課税される場合が想定されており、この課税については原則として源

泉徴収等の手法で課税されることとされており、この場合には対価の支払を行う中国国内企業に

納税義務が発生することとなります。そのため、外国企業と取引を行う局面では、外貨管理と並

んで取引にかかわる課税ついても正しい理解が必要となります。今回は、外国企業との非貿易取

引にかかわる課税について概説します。 

 

 

１．外国企業との取引 

外国企業との取引は、貿易取引と非貿易取引に大別されます。この分類は外貨管理上の概念に

基づくもので、貿易取引とは貨物の輸出入を伴う取引を指し、非貿易取引とはいわゆるサービス

貿易を指します。このうち、外国企業の貨物の販売にかかわる取引に関しては、企業所得税の課

税上は中国国内に外国企業の PE（恒久的施設）が認定されるような特別な場合を除いて課税され

ません。一方、増値税の課税上は外国企業との輸入取引に関して 13%の輸入増値税が課税されま

すが、これは輸入者である中国国内企業に対する課税であり、外国企業への課税とは区別される

ことになります。 

このように、外国企業との貿易取引に関しては、特別な場合を除いて中国国内で外国企業にか

かわる課税は発生しないため、この点に関して特別に注意する必要はありません。 

 

２．外国企業との非貿易取引にかかわる企業所得税の課税 

これに対して、外国企業が中国国内企業との間で行う非貿易取引に関して、外国企業に収入が

発生する場合について、以下のような場合には外国企業への企業所得税が課税されます。 

■外国企業への企業所得税の課税 

項目 課税所得 税率 例示 

1.中国国内に外国企業の PE が認定される場合 みなし利益 25% 支援料、PV 費等 

2.外国企業が中国国内源泉所得を稼得した場合 発生額 10% 
ロイヤルティ、使用料、配当、利息、

使用料等 

この企業所得税については、該当する非貿易取引対価の支払いを行う中国国内企業が源泉徴収

して納税を行うこととされています。そのため、中国国内企業が非貿易取引対価を支払うにあた

っては、発生する企業所得税を控除して送金することになります。 

なお、源泉徴収にあたっては、事前に税務当局での契約の届出、課税方式及び税率の認定等の

手続きを行う必要があります。また、送金額が 5 万ドルを超過する場合には、外貨管理上、税務

局のシステム上で対外支払の届出を行わなければならないこととされています。 
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３．外国企業との非貿易取引にかかわる増値税の課税 

増値税の課税上、非貿易取引に関しては、以下のような基準で課税の有無が判定されます。 

■国外企業と取引における増値税の課税 

増値税が課税される取引 例外的に非課税とされる場合 

1.サービス提供（賃貸を除く）もしくは無形資産（天然資源

使用権を除く）の売買の当事者の一方が中国国内に所在する

場合 

①国外企業（もしくは個人）が国内企業（もしく

は個人）に対して、完全に中国国外で発生するサ

ービスを提供する場合 

②国外企業（もしくは個人）が国内企業（もしく

は個人）に対して、完全に中国国外で使用する無

形資産を販売する場合 

③国外企業（もしくは個人）が国内企業（もしく

は個人）に対して、完全に中国国外で使用する有

形動産を賃貸する場合 

2.販売もしくは賃貸された不動産が中国国内に存在する場合  

3.使用権を設定された天然資源が中国国内に存在する場合  

 中国国内企業が外国企業に対してサービス等を提供し、これに増値税が課税される場合、国内

取引と同様に対価の支払いを受ける中国国内企業が通常の増値税申告において納税を行うことと

なります。一方、外国企業が中国国内企業に対してサービス等を提供し、これに増値税が課税さ

れる場合には、対価の支払いを行う中国国内企業が増値税を源泉徴収して納税すべきこととされ

ています。そのため、非貿易取引対価の支払いにあたっては、発生する増値税を控除して送金す

ることになります。 

 通常、国外企業との取引において取引対価に増値税額が含まれるか否かの取り決めが行われて

いない場合が多いかと思いますが、このような場合には取引対価は増値税を含む金額であるもの

とみなされることになります。 

 

４．注意事項 

 なお、これまでは、増値税納税額等を課税標準として課税される都市建設税、教育付加金、地

方教育付加金（以下、併せて「付加税」とします。）について、非貿易取引対価の支払いにあたっ

て源泉徴収される増値税額に対しても課税さることとされていたため、非貿易対価の支払いにあ

たって、企業所得税、増値税に加えて付加税も控除されていました。これに関して、2021 年 9 月

1 日以降は源泉徴収される増値税額に対して付加税は課税されないこととなりました。今後は、

非貿易対価の支払いにあたって控除される税額は、企業所得税及び増値税額のみとなります。 
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